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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

関係会社受取配当金 51,585 44,377

関係会社貸付金利息 4,717 5,413

その他 2,241 1,309

営業収益計 ※1  58,544 ※1  51,100

営業費用   

販売費・一般管理費   

取引関係費 2,266 1,432

人件費 3,885 3,427

不動産関係費 888 1,524

事務費 1,106 1,144

減価償却費 865 509

租税公課 664 684

その他 1,355 1,836

販売費・一般管理費計 ※2  11,032 ※2  10,560

金融費用 ※3  5,790 ※3  7,529

営業費用合計 ※1  16,822 ※1  18,090

営業利益 41,721 33,010

営業外収益   

受取利息 215 308

受取配当金 2,192 2,863

その他 244 584

営業外収益計 2,651 3,756

営業外費用   

社債発行費 510 731

有価証券運用損 888 492

投資事業組合運用損 198 305

その他 167 531

営業外費用計 ※1  1,764 ※1  2,061

経常利益 42,608 34,704

特別利益   

投資有価証券売却益 1,278 1,763

その他 － 109

特別利益計 1,278 1,872

特別損失   

固定資産除売却損 ※4  384 ※4  54

投資有価証券売却損 152 269

投資有価証券評価損 7,745 23,442

関係会社株式評価損 － 20,020

本社移転費用 364 －

その他 － 254

特別損失計 8,646 44,041

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 35,240 △7,463

法人税、住民税及び事業税 △2,735 △7,626

法人税等調整額 △1,013 77

法人税等合計 △3,748 △7,548

当期純利益 38,989 85
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 178,324 178,324

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 178,324 178,324

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 157,678 157,678

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 157,678 157,678

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 45,335 45,335

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 45,335 45,335

その他利益剰余金   

任意積立金   

前期末残高 218,000 218,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 218,000 218,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 78,627 78,483

当期変動額   

剰余金の配当 △38,787 △20,194

当期純利益 38,989 85

自己株式の処分 △346 △249

当期変動額合計 △144 △20,359

当期末残高 78,483 58,124

自己株式   

前期末残高 △11,627 △61,701

当期変動額   

自己株式の取得 △51,031 △452

自己株式の処分 958 627

当期変動額合計 △50,073 175

当期末残高 △61,701 △61,525
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式申込証拠金   

前期末残高 4 －

当期変動額   

その他 △4 －

当期変動額合計 △4 －

当期末残高 － －

株主資本合計   

前期末残高 666,343 616,120

当期変動額   

剰余金の配当 △38,787 △20,194

当期純利益 38,989 85

自己株式の取得 △51,031 △452

自己株式の処分 611 378

その他 △4 －

当期変動額合計 △50,222 △20,183

当期末残高 616,120 595,937

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 56,740 22,230

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34,509 △17,717

当期変動額合計 △34,509 △17,717

当期末残高 22,230 4,513

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 421 685

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 263 △126

当期変動額合計 263 △126

当期末残高 685 559

新株予約権   

前期末残高 567 1,341

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 774 879

当期変動額合計 774 879

当期末残高 1,341 2,221
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【重要な会計方針】 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 売買目的有価証券 

    移動平均法による時価法によっております。 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法によっております。 

 (3) その他有価証券 

 時価のあるものについては決算期末日の市場

価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)、時価のないものについては移動平均法

による原価法で計上しております。 

 なお、投資事業有限責任組合等への出資につ

いては、当該組合等の財務諸表に基づいて、組

合等の純資産を出資持分割合に応じて、投資有

価証券として計上しております(組合等の保有す

る有価証券の評価差額については、その持分相

当額を全部純資産直入法により処理しておりま

す)。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 売買目的有価証券 

同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (3) その他有価証券 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法を採用しております。な

お、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左

 (会計方針の変更) 

 法人税法等の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法等に基づく方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益への影響は軽微であります。 

――――― 

  

  

 

 

 (追加情報) 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法等に基づく方

法により償却可能限度額まで償却が終了した後

は、残存価額を翌事業年度から５年間にわたっ

て備忘価額まで均等に償却することとしており

ます。 

 これによる損益への影響は軽微であります。 

――――― 

  

  

 

 

 (2) 無形固定資産、投資その他の資産 

 定額法によっております。なお、耐用年数に

ついては法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産、投資その他の資産 

同左
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(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については財務内容評価法に

より計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

 役員及び従業員に対する賞与の支払に備える

ため、当社所定の計算基準による支払見積額の

当事業年度負担分を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 

 

  

 (2) 賞与引当金 

同左

同左

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当社の退職

金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上し

ております。これは、当社の退職金は将来の昇

給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力

及び実績等に応じて事業年度ごとに各人別に勤

務費用が確定するためです。また、年金受給権

者のみを対象とする閉鎖型適格退職年金につい

ては、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる金額を計上して

おります。 

 (3) 退職給付引当金 

同左

 (4) 訴訟損失引当金 

 証券取引に関する損害賠償請求訴訟等につい

て、今後の損害賠償金の支払いに備えるため、

経過状況等に基づく当事業年度末における支払

見積額を計上しております。 

 (4) 訴訟損失引当金 
同左

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会

計処理によっております。 

――――― 

 

５ ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし条件を満たしている場合には、金利変動リ

スクのヘッジについては金利スワップの特例処

理、為替変動リスクのヘッジについては振当処理

によっております。 

 当社は、一部の借入金、発行社債等にかかる金

利変動リスク及び為替変動リスクを回避するた

め、金利スワップ及び通貨スワップ等のデリバテ

ィブ取引を用いてヘッジを行っております。 

 ヘッジの有効性の検証については、ヘッジ手段

の時価またはキャッシュ・フロー変動の累計額と

ヘッジ対象の時価またはキャッシュ・フロー変動

の累計額とを比較する方法によっております。 

４ ヘッジ会計の方法 

同左

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

 (1) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式

によっております。 

 (1) 消費税等の会計処理方法 

同左

 (2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 (2) 連結納税制度の適用 

同左
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【会計方針の変更】 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度

――――― （リース取引に関する会計基準等の適用） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引にかかる方法に準

じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。 

 この変更による損益に与える影響はありません。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

※１ 関係会社に対する資産及び負債のうち、区分掲記

されたもの以外の各科目に含まれている金額は、

次のとおりであります。 

短期貸付金 110,826百万円

未収入金 29,224 

有価証券担保借入金 54,965 

※１ 関係会社に対する資産及び負債のうち、区分掲記

されたもの以外の各科目に含まれている金額は、

次のとおりであります。 

短期貸付金 88,058百万円

上記以外の資産の合計額 15,070 

有価証券担保借入金 44,375 

※２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額の内訳 

建物 1,747百万円

器具備品 1,983 

計 3,731 

※２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額の内訳 

建物 1,544百万円

器具備品 444 

計 1,988 

※３ 投資有価証券のうち89,957百万円を子会社に貸し

付けております。 

※３ 投資有価証券のうち69,515百万円を子会社に貸し

付けております。 

※４ 貸倒引当金3,483百万円は、債権額と相殺して表

示しております。 

※４ 貸倒引当金3,422百万円は、債権額と相殺して表

示しております。 

 ５ 保証債務 

 

被保証者 被保証債務の内容
金額

(百万円)

従業員 借入金 1,039

 

 ５ 保証債務 

 

被保証者 被保証債務の内容
金額

(百万円)

従業員 借入金 1,855

※６ 当社は、平成10年３月期までは証券会社として証

券取引法第58条(平成10年12月１日改正法施行前)

に基づき、金銭による利益の配当の五分の一以上

を資本の額に達するまで利益準備金として積み立

てておりました。平成10年12月１日施行の改正証

券取引法において当該条文が削除されたこと及び

平成11年４月に当社が持株会社に移行し証券業を

廃業したことに伴い、剰余金の配当として支出す

る額の十分の一を、資本準備金又は利益準備金と

して資本金の額の四分の一に達するまで積み立て

ることとする会社法第445条第４項の規定(平成18

年３月期までは改正前の商法第288条による同様

の規定)を受けることとなりました。当事業年度

末において、資本準備金及び利益準備金の合計額

のうち当該規定により積み立てるべき額を超過す

る部分は、158,433百万円であります。 

―――――
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(損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※１ 関係会社に対する営業収益、営業費用及び営業外

費用のうち、区分掲記されたものを含み各科目に

含まれている金額は次のとおりであります。 

 

営業収益 58,119百万円

営業費用 2,671

営業外費用 661

※１ 関係会社に対する営業収益、営業費用及び営業外

費用のうち、区分掲記されたものを含み各科目に

含まれている金額は次のとおりであります。 

営業収益 50,572百万円

営業費用 3,922 

営業外費用  

社債発行費 631 

※２ 販売費・一般管理費の内訳 

  ・取引関係費の内訳 

 支払手数料 42百万円

 通信・運送費 116

 旅費・交通費 168

 広告宣伝費 1,617

 交際費 321

 計 2,266

※２ 販売費・一般管理費の内訳 

  ・取引関係費の内訳 

支払手数料 35百万円

通信・運送費 100 

旅費・交通費 136 

広告宣伝費 1,054 

交際費 105 

計 1,432 

  ・人件費の内訳 

 報酬・給料 3,009百万円

 退職給付費用 107

 福利厚生費 309

 賞与引当金繰入額 459

 計 3,885

  ・人件費の内訳 

報酬・給料 2,717百万円

退職給付費用 285 

福利厚生費 290 

賞与引当金繰入額 134 

計 3,427 

  ・不動産関係費の内訳 

 不動産費 526百万円

 器具・備品費 362

 計 888

  ・不動産関係費の内訳 

不動産費 1,214百万円

器具・備品費 309 

計 1,524 

  ・事務費の内訳 

 事務委託費 1,087百万円

 事務用品費 19

 計 1,106

  ・事務費の内訳 

事務委託費 1,124百万円

事務用品費 20 

計 1,144 

  ・その他の内訳 

 購読費 13百万円

 水道光熱費 98

 諸会費・会議費 63

 寄付金 506

 教育研修費 55

 雑費 618

 計 1,355

  ・その他の内訳 

購読費 12百万円

水道光熱費 80 

諸会費・会議費 69 

寄付金 660 

教育研修費 99 

雑費 913 

計 1,836 

※３ 金融費用の内訳 

 支払利息 5,790百万円

※３ 金融費用の内訳 

支払利息 7,529百万円

※４ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

固定資産除却損 

 器具備品 384百万円

※４ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

固定資産除却損

器具備品 54百万円
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加50,155千株は、取締役会決議に基づく取得50,000千株、単元未満株式 

  の買取請求による取得155千株であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少772千株は、単元未満株式の売渡請求による譲渡48千株、新株予約権 

  の行使に伴う譲渡724千株であります。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の株式数の増加591千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

   ２ 普通株式の株式数の減少594千株は、単元未満株式の売渡請求による譲渡413千株、新株予約権の行使に伴う

  譲渡181千株であります。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 8,936 50,155 772 58,319

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 58,319 591 594 58,316
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(リース取引関係) 

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

＜借手側＞ 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ  

  るもの以外のファイナンス・リース取引は次のと  

  おりであります。 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額  

  相当額及び期末残高相当額 

 器具備品

取得価額相当額 109百万円

減価償却累計額相当額 69

期末残高相当額 39

＜借手側＞ 

 １ リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引は次のとおり

であります。 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

  相当額及び期末残高相当額 

器具備品

取得価額相当額 56百万円

減価償却累計額相当額 40

期末残高相当額 15

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 23百万円

１年超 17

合計 40

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8百万円

１年超 7

合計 15

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

  相当額 

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 27百万円

支払利息相当額 0百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

  相当額 

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 0百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする  

 定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする  

 定額法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との  

 差額を利息相当額とし、各期への配分方法について  

 は、利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との  

 差額を利息相当額とし、各期への配分方法について  

 は、利息法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引は次のとおりであ 

 ります。 

   未経過リース料 

 

１年内 2,230百万円

１年超 6,308

合計 8,538

２ オペレーティング・リース取引は次のとおりであ 

 ります。 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものにかかる未経過リース料 

１年内 2,548百万円

１年超 5,363

合計 7,911

＜貸手側＞ ＜貸手側＞ 

１ オペレーティング・リース取引は次のとおりであ 

 ります。 

   未経過リース料 

 

１年内 523百万円

１年超 1,047

合計 1,571

１ オペレーティング・リース取引は次のとおりであ 

 ります。 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものにかかる未経過リース料 

１年内 485百万円

１年超 485

合計 970
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

(百万円) 

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

 前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

種類

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

貸借対照表 
計上額

時価 差額
貸借対照表
計上額

時価 差額

子会社株式 19,648 16,151 △3,496 7,639 7,639 ―

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   

繰延税金資産  

 子会社株式評価損 73,229百万円

 繰越欠損金 20,701 

 投資有価証券評価損 12,369 

 その他 2,878 

繰延税金資産小計 109,179 

評価性引当額 △107,749 

繰延税金資産合計 1,429 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

9,711 

472 

繰延税金負債合計 10,183 

繰延税金負債の純額 8,754 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 

繰延税金資産  

 子会社株式評価損 81,437百万円

 繰越欠損金 23,937 

 投資有価証券評価損 14,390 

 その他 2,789 

繰延税金資産小計 122,555 

評価性引当額 △121,203 

繰延税金資産合計 1,352 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

2,204 

  385 

繰延税金負債合計 2,590 

繰延税金負債の純額 1,238 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   

法定実効税率 40.69％

 (調整) 

 評価性引当額 8.82％

 永久に益金に算入されない項目 △58.89％

 永久に損金に算入されない項目 1.24％

 その他 △2.50％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 

△10.64％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  当事業年度は、税引前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。 
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎は次のとおりであります。 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 
１株当たり純資産額 474.64円

 
１株当たり純資産額 446.40円

 
１株当たり当期純利益金額 28.30円

 
１株当たり当期純利益金額 0.06円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 28.25円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 0.06円

 
（平成20年３月31日） 

前事業年度末 当事業年度末 
（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額(百万円) 640,378 603,231

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円) 

1,341 2,221

(うち新株予約権(百万円)) (1,341) (2,221)

普通株式に係る期末の純資産額 
(百万円) 

639,036 601,009

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株) 

1,346,345 1,346,348

 (自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益(百万円) 38,989 85

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 38,989 85

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,377,439 1,346,330

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 2,287 1,382

(うち新株予約権(千株)) (2,287) (1,382)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権方式によるストック・
オプション２種類。 
新株予約権等の概要は「第４ 提出
会社の状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況及び(8)
ストックオプション制度の内容」
に記載のとおりであります。 

新株予約権方式によるストック・
オプション５種類。 
新株予約権等の概要は「第４ 提出
会社の状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況及び(8)
ストックオプション制度の内容」
に記載のとおりであります。 
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(重要な後発事象) 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度 当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 ストック・オプションの目的で会社法第236条、第238

条及び第239条の規定に基づき新株予約権を無償発行す

ることが、平成20年６月21日開催の株主総会及び同日開

催の執行役会において決議されております。 

 概要は「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (8) 

ストックオプション制度の内容 ⑤ 平成20年定時株主総

会の決議によるもの (ⅰ)」に記載のとおりでありま

す。 

 ストック・オプションの目的で会社法第236条、第238

条及び第239条の規定に基づき新株予約権を無償発行す

ることが、平成21年６月20日開催の株主総会及び同日開

催の執行役会において決議されております。 

 概要は「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (8) 

ストックオプション制度の内容 ⑥ 平成21年定時株主総

会の決議によるもの (ⅰ)」に記載のとおりでありま

す。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

有価証券 売買目的有価証券 36銘柄 1,150,600 834

投資有価証券 その他有価証券 

株式会社三井住友フィナンシャル
グループ 

1,280,543 4,366

電源開発株式会社 1,257,000 3,670

ＫＤＤＩ株式会社 7,503 3,466

日本相互証券株式会社 179,000 3,436

株式会社フジ・メディア・ホールデ
ィングス 

27,900 3,074

ＮＥＣビッグローブ株式会社 5,128 2,884

京セラ株式会社 420,000 2,721

銀泉株式会社 85,100 2,650

株式会社帝国ホテル 1,522,760 2,512

Saigon Securities Inc. 16,165,890 2,445

関西テレビ放送株式会社 920 2,251

東京海上ホールディングス株式会社 927,423 2,221

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 872,530 2,054

株式会社千葉銀行 4,053,000 1,965

住友商事株式会社 2,200,000 1,854

トヨタ自動車株式会社 594,212 1,853

その他(334銘柄) 111,261,362 57,950

小計 140,860,271 101,381

計 142,010,871 102,215
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【その他】 
  

   

【有形固定資産等明細表】 

(百万円) 

 
(注)１  有形固定資産は当事業年度における増加額及び減少額がいずれも当事業年度末における有形固定資産の総額

  の５％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

  ２  無形固定資産の当期末残高は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当

  期減少額」の記載を省略しております。 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

(百万円)

有価証券 

売買目的有価証券  受益証券(３銘柄) 923,184,691口 2,659

その他有価証券 
(その他)  

 譲渡性預金 ― 15,000

投資有価証券 その他有価証券 

 (優先出資証券)  

 農林中央金庫 2,231,080口 1,999

 信金中央金庫 3,562口 926

 (証券投資信託の受益証券)  

 ダイワ－EIM・マルチ・ストラテジ
 ー・ファンド  

380,000口 3,247

 大和住銀プレミアファンド 200,000口 1,737

 ダイワ外貨MMF 555,968,483口 433

 (その他)  

 The Blackstone Group L.P. 2,500,000口 1,679

 出資証券(１銘柄) 500口 32

 投資事業有限責任組合及び
 それに類する組合等への出資 
           (９銘柄) 

― 2,433

小計 ― 12,490

計 ― 30,149

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
当期末減価
償却累計額又
は償却累計額

当期償却額
差引当期末

残高

有形固定資産   

 建物 ― ― ― 2,068 1,544 39 524

 器具備品 ― ― ― 2,830 444 124 2,385

 土地 ― ― ― 42,082 ― ― 42,082

有形固定資産計 ― ― ― 46,980 1,988 164 44,992

無形固定資産   

 ソフトウェア ― ― ― 2,046 346 231 1,700

 その他 ― ― ― 971 754 51 217

無形固定資産計 ― ― ― 3,018 1,100 282 1,917
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【引当金明細表】 

(百万円) 

 
(注)１  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権の回収等に伴う引当金の戻入額19百万円であります。 

  ２  貸借対照表では貸倒引当金3,422百万円を債権額から直接控除しております。 

  ３  訴訟損失引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額108百万円であります。 

      

区分 前期末残高 当期増加額
当期減少額
(目的使用)

当期減少額 
(その他)

当期末残高

貸倒引当金 3,822 28 106 19 3,725

賞与引当金 459 134 459 ― 134

訴訟損失引当金 304 ― 66 108 129
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末（平成21年３月末）現在における主な資産及び負債の内容は次のとおりでありま  

  す。なお、附属明細表において記載した項目については省略しております。 

① 資産の部 

ア 現金・預金 

  

 
  

イ 短期貸付金 

  

 
  

ウ 関係会社株式 

  

 
       

エ 関係会社長期貸付金 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 2

当座預金 3,387

普通預金 41,410

定期預金 72,500

その他 296

合計 117,597

相手先 金額(百万円)

大和証券担保ローン株式会社 58,100

大和アメリカCorporation 19,568

株式会社大和総研 3,600

大和サンコー株式会社 2,450

株式会社大和総研ビジネス・イノベーション 1,800

その他 2,540

合計 88,058

相手先 金額(百万円)

大和証券エスエムビーシー株式会社 304,926

大和証券株式会社 150,010

大和アメリカCorporation 36,710

大和証券投資信託委託株式会社 32,430

大和プロパティ株式会社 21,550

株式会社大和総研ホールディングス 17,173

その他 42,602

合計 605,403

相手先 金額(百万円)

大和証券エスエムビーシー株式会社 150,000

大和プロパティ株式会社 37,250

その他 7,276

合計 194,526
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② 負債の部 

ア 短期借入金 

  

 
  

 
１ 連結財務諸表 (1) 連結財務諸表等 ⑤連結附属明細表 社債明細表参照。 

  

ウ 有価証券担保借入金 

  

 
  

 
１ 連結財務諸表 (1) 連結財務諸表等 ⑤連結附属明細表 社債明細表参照。 

  

オ 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円)

株式会社三井住友銀行 30,000

住友信託銀行株式会社 30,000

株式会社りそな銀行 12,500

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 10,000

中央三井信託銀行株式会社 6,000

合計 88,500

イ 1年内償還予定の社債 2,000百万円

相手先 金額(百万円)

大和証券エスエムビーシー株式会社 42,264

大和証券株式会社 2,111

合計 44,375

エ 社債 420,400百万円

相手先 金額(百万円)

住友信託銀行株式会社 10,000

太陽生命保険株式会社 10,000

株式会社東日本銀行 8,000

日本生命保険相互会社 5,000

三井生命保険株式会社 5,000

明治安田生命保険相互会社 5,000

その他 19,000

合計 62,000

─ 160 ─



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  
(注) 当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができません。 
    ①会社法第189条第２項各号に掲げる権利 
    ②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 
    ③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
    ④その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式の売渡請求をする権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り 

  取扱場所 
（特別口座） 
東京都中央区八重洲二丁目３番１号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
（特別口座） 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

  取次所 ― 

  買取手数料 当社が別途定める金額 

 

単元未満株式の売渡し 

  取扱場所 
（特別口座） 
東京都中央区八重洲二丁目３番１号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
（特別口座） 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

  取次所 ― 

  取扱手数料 当社が別途定める金額
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公告掲載方法 

当社の公告は電子公告の方法により行っております。
  http://www.daiwa-grp.jp/ir/shareholders/ 
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 

中間株主優待制度 
(１) 対象株主：毎年９月30日現在の株主名簿に記録された１単元(1,000株) 
        以上保有株主 
(２) 優待内容：「株主優待品カタログの中から１点選択」 

 
 
  
期末株主優待制度 
(１) 対象株主：毎年３月31日現在の株主名簿に記録された１単元(1,000株) 
        以上保有株主 
(２) 優待内容：「壁掛けカレンダー」及び「株主優待品カタログの中から１点 
        選択」 
 
１．壁掛けカレンダー 
    ご希望いただいた1,000株以上保有する株主に壁掛けカレンダーを贈呈 
２．株主優待品カタログの中から１点選択 
    株主優待品カタログの中から選択可能な内容 

 
 
 ※ 大和証券株式会社が提供する「ダイワの証券総合サービス」の特典である「ダイ
   ワのポイントプログラム」においてさまざまな商品に交換いただけるポイントで
   す。 
 
 
 株主優待の内容については今後変更となる可能性があります。 

 
1,000～ 
 
 
4,999株 
 
 
保有 
  

 
大和証券の本支店長が選んだ各地の名産品（2,000円相当）
の中から１点選択 

 
5,000株 
 
 
以上保有 
  

 
大和証券の本支店長が選んだ各地の名産品（5,000円相当）
の中から１点選択 

 
1,000～ 
 
 
4,999株 
 
 
保有 
  

１. 大和証券の本支店長が選んだ各地の名産品(2,000円相 
    当)の中から１点選択 
 
２. 「ダイワのポイントプログラム」交換ポイント2,000 
    ポイント（※） 
 
３. 「会社四季報」（年１回） 
 
４. 「株主優待ガイド」、「税金読本」(計２冊) 
  

 
5,000株 
 
 
以上保有 
  

１. 大和証券の本支店長が選んだ各地の名産品(5,000円相 
  当)の中から１点選択 
 
２. 「ダイワのポイントプログラム」交換ポイント5,000 
    ポイント(※) 
 
３. 「会社四季報」（年２回） 
 
４. 「会社四季報」、「株主優待ガイド」、「税金読本」 
  (計３冊) 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社は、親会社等は有しておりません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

１ 有価証券届出書（ストックオプション制度に伴う新株予約権発行） 平成20年８月28日

 及びその添付書類 関東財務局長に提出

    

２ 有価証券届出書の訂正届出書 有価証券届出書（平成20年８月28日 平成20年９月９日

   提出）に関する訂正 関東財務局長に提出

   

３ 発行登録書（普通社債）及びその添付書類 平成20年６月26日

  同上 平成20年９月16日
   関東財務局長に提出

    

４ 発行登録追補   発行登録書（平成20年６月26日提出）に関する提出 平成20年８月27日

 書類及びその   発行登録書（平成20年９月16日提出）に関する提出 平成20年12月２日
 添付書類  関東財務局長に提出

    

５ 訂正発行登録書   発行登録書（平成18年６月28日提出）に関する提出 平成20年６月23日

    発行登録書（平成20年６月26日提出）に関する提出 平成20年８月12日

    発行登録書（平成20年９月16日提出）に関する提出 平成20年11月12日
  同上 平成20年11月25日

  同上 平成20年12月１日

  同上 平成21年２月12日

   関東財務局長に提出

    

６ 発行登録取下   発行登録書（平成20年６月26日提出）に関する提出 平成20年９月16日

 届出書  関東財務局長に提出

    

７ 有価証券報告書及びその添付書類 事業年度 自平成19年４月１日 平成20年６月23日
   （第71期）至平成20年３月31日 関東財務局長に提出

    

８ 有価証券報告書の訂正報告書 有価証券報告書（平成19年６月25日 平成20年６月24日

   提出）に関する訂正 関東財務局長に提出

   有価証券報告書（平成20年６月23日 平成21年６月22日

   提出）に関する訂正 関東財務局長に提出

   

９ 四半期報告書       第72期第１四半期 自平成20年４月１日 平成20年８月12日

 及び確認書               至平成20年６月30日 関東財務局長に提出

         第72期第２四半期 自平成20年７月１日 平成20年11月12日

                至平成20年９月30日 関東財務局長に提出

        第72期第３四半期 自平成20年10月１日 平成21年２月12日

              至平成20年12月31日 関東財務局長に提出

    

10 四半期報告書の訂正報告書 四半期報告書（平成20年11月12日 平成21年２月12日

 及び四半期報告書の訂正報告書 提出）に関する訂正 関東財務局長に提出

 の確認書  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年６月23日

株式会社大和証券グループ本社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大和証券グループ本社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社大和証券グループ本社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員
公認会計士  堀 内   巧   ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社 員
公認会計士  井 上 寅 喜   ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社 員
公認会計士  小 澤 陽 一   ㊞ 

業務執行社員 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



 
  

平成21年６月22日
株式会社大和証券グループ本社 

取締役会 御中 
   

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大和証券グループ本社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社大和証券グループ本社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社大和証

券グループ本社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制

を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場

から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、株式会社大和証券グループ本社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員
公認会計士  堀 内   巧   ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社 員
公認会計士  小 澤 陽 一   ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社 員
公認会計士  福 井   淳   ㊞ 

業務執行社員 

＜財務諸表監査＞

＜内部統制監査＞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



 

  

平成20年６月23日

株式会社大和証券グループ本社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大和証券グループ本社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第71期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社大和証券グループ本社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員
公認会計士  堀 内   巧   ㊞ 

業務執行社員  

指 定 社 員
公認会計士  井 上 寅 喜   ㊞ 

業務執行社員  

指 定 社 員
公認会計士  小 澤 陽 一   ㊞ 

業務執行社員  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



 

  

平成21年６月22日

株式会社大和証券グループ本社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大和証券グループ本社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第72期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社大和証券グループ本社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員
公認会計士  堀 内   巧   ㊞ 

業務執行社員  

指 定 社 員
公認会計士  小 澤 陽 一   ㊞ 

業務執行社員  

指 定 社 員
公認会計士  福 井   淳   ㊞ 

業務執行社員  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月22日 

【会社名】 株式会社大和証券グループ本社  

【英訳名】 Daiwa Securities Group Inc. 

【代表者の役職氏名】 執行役社長  鈴  木  茂  晴 

【最高財務責任者の役職氏名】 専務執行役  岩  本  信  之 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 

 株式会社名古屋証券取引所 

  （名古屋市中区栄３丁目８番20号） 



当社執行役社長鈴木茂晴及び最高財務責任者岩本信之は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運

用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並び

に財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている

内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いた

しました。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プ

ロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部

統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社並びに連結子会社及び持分

法適用関連会社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制

の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断した

連結子会社及び持分法適用関連会社は、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の過去５年の連結会計年度の平均並び

に当連結会計年度の純営業収益（連結会社間配当金消去後）の金額の高い拠点から合算していき、過去５

年の連結会計年度の平均並びに当連結会計年度の連結純営業収益の概ね２／３に達している３事業拠点を

「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わ

る勘定科目として、受入手数料、トレーディング損益、トレーディング商品、信用取引資産・負債、有価

証券担保貸付金・借入金に至る業務プロセスを評価対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠

点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見

積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクの大きい取引を行っている事業又は業務に

係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加して

おります。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】



上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

該当事項はございません。 

  

該当事項はございません。 

  

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



ファイル名:000_2_hyo4_0377000102106.doc 更新日時:2007/12/04 18:07 印刷日時:09/06/18 4:19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	有価証券報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【沿革】
	３　【事業の内容】
	４　【関係会社の状況】
	５　【従業員の状況】

	第２　【事業の状況】
	１　【業績等の概要】
	２　【対処すべき課題】
	３　【事業等のリスク】
	４　【経営上の重要な契約等】
	５　【研究開発活動】
	６　【財政状態及び経営成績の分析】

	第３　【設備の状況】
	１　【設備投資等の概要】
	２　【主要な設備の状況】
	３　【設備の新設、除却等の計画】

	第４　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【自己株式の取得等の状況】
	３　【配当政策】
	４　【株価の推移】
	５　【役員の状況】
	６　【コーポレート・ガバナンスの状況等】

	第５　【経理の状況】
	１　【連結財務諸表等】
	２　【財務諸表等】

	第６　【提出会社の株式事務の概要】
	第７　【提出会社の参考情報】
	１　【提出会社の親会社等の情報】
	２　【その他の参考情報】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	監査報告書
	内部統制報告書




